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～“はたらく” 組織をえがおに～

その他トピックス

テーマ：

KRPフェス2022にて無料セミナーを開催いたします！

～発行元～

一般社団法人えがお・ワークラボ

代表理事 上田 恭子
（特定社会保険労務士、組織力診断士）

＜スタッフ：社労士4名、行政書士１名、職員11名＞

開
催 日時・場所 備考

京
都

日時： 7/7（木） 13:00 - 16:00
場所： 京都リサーチパーク

4号館3階 BIZ NEXT

※京都会場 次回8月の開催予定は
8/4（木）13:00-16:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （BIZ NEXT受付へ）

大
阪

日時： 7/8（金） 13：00 - 15：00
場所：グランフロント大阪

北館7階「ナレッジサロン」
プロジェクトルーム E

※大阪会場 次回8月の開催予定は
8/5（金）13:00-15:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （ナレッジサロン受付へ）

東
京

日時：7/14（木）10:00 - 17:00
場所：ビジネスエアポート東京

※要予約になります。事前に下記
問合先までご連絡下さい。

お
問
合
先

info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）
※京都・大阪会場はご予約不要ですが、ご予約頂いた方優先になりますので

ご了承ください

【本店】 〒600-8815 京都市下京区中堂寺粟田町93 KRP4号館3階

TEL：（075）352-2848 FAX：（075）320-3689

【支店】 東京オフィス、新大阪オフィス、松山オフィス

【ＨＰ】 https://egaoworklabo.or.jp/

【お問合先】 info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）

3・公文書処理

“骨太方針2022”が閣議決定 人事労務分野の方針まとめ

「中小企業の経営者に知ってほしい令和の組織づくり」をテーマに、生産性
向上を目的としたジョブ型人事制度に関するセミナーを開催します。
当日は考え方だけではなく、具体的なノウハウもお伝えします！！

中小企業のためのジョブ型人事セミナー
～シンプルな評価と賃金決定を実現～

★またフェス開催中（7月30日～8月6日）は、YouTubeにて本セミナーと同
内容の動画を配信予定です。是非チェックしてみてください！

開催地 日時 場所

京都
8月2日（火）、3日（水）、4日（木）
午前：10時～11時30分
午後：13時～14時30分

KRP 西地区4号館
バンケットホールC

★参加ご希望の方は、会社名、参加者名、希望日時を本情報誌最下部に
記載の「【お問合先】」までご連絡ください。

●パワハラ保険 加入急拡大
パワハラ防止法により、ハラスメント対応の重要性が増していることを
背景に、損保会社が販売する“雇用慣行賠償責任保険”への加入が
急拡大している。雇用慣行賠償責任保険は、従業員から訴訟を起こ
され、敗訴した際の損害賠償や慰謝料、訴訟費用などが補償される。

●副業制限なら理由公表 厚労省新指針
厚生労働省が７月にも改定する副業や兼業についての指針の一部
が明らかになった。日本経済新聞によると、指針で厚労省は企業に
対し、従業員に副業を認める条件などの公表を求める。さらに、副業
を制限する場合はその理由を含めて開示を促す。ただし、罰則など
の強制力はなく、国から企業側への要請の位置づけとなる。

2022年6月7日に、「経済財政運営と改革の基本方針2022 新しい資本主義へ～課題解決を成長のエンジンに変え、
持続可能な経済を実現～」（いわゆる骨太方針2022）が経済財政諮問会議での答申を経て、閣議決定されました。
本通信では人事労務分野における方針をピックアップしています。

多様な働き方の推進

賃上げ・最低賃金

女性活躍推進人的資本投資

全世代型社会保障の構築

最低賃金 全国加重平均1,000円以上

賃上げ促進税制

育児休業取得支援・子育て支援

勤労者皆保険実現 （非正規・フリーランス含む）

後期高齢者医療制度 負担増

テレワークの推進

ジョブ型雇用の推進

フリーランスの環境整備

兼業・副業の推進

同一労働同一賃金の推進

リカレント教育制度強化

雇用調整助成金の縮小・
成長分野事業への投資

同一労働同一賃金の推進
※男女の賃金格差の是正

テレワークの推進

男性育児休業の取得支援

●男女の賃金格差の情報開示義務 （7月施行予定）
令和4年7月以降、“女性活躍推進法”に基づき、常用雇用労働者301
人以上の企業は男女間の賃金格差の開示が義務付けられる見通し。
概要として、以下のポイントが示されている。

賃金格差は、男女別の事業年度における総賃金額を人数で除
して平均の賃金額を計算し、比較する。男性の賃金に対する女
性の賃金の割合（％）で開示を求めることとする。

全労働者での賃金割合のみではなく、 正規雇用労働者・非正
規雇用労働者の区分別の賃金割合も開示を求めることとする。

対象は、常用労働者 301人以上の企業であるが。101人～300
人の企業についても、その施行後の状況等を踏まえ検討を行う。

男女の賃金の差異の開示に際し、説明を追記したい企業のた
めに、説明欄を設ける。

初回の開示は、他の情報開示項目とあわせて、本年７月の施行
後に締まる事業年度の実績を開示する。

今月の無料相談会


